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１. 四半期業績の概況の作成等に係る事項
 ① 会計処理の方法の最近連結会計年度における認識の方法との相違の有無　　：　　　　無

 ② 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況　　 ： 前第４四半期比　　連結（新規）0社　　（除外）2社　　　持分法（新規）0社　　（除外）0社

2. 平成16年３月期第１四半期の業績概況（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 6月 30日）

(1)経営成績（連結）の進捗状況 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年3月期第１四半期 66,489 △ 8.1 4,259 △ 29.4 3,285 △ 27.4
15年3月期第１四半期 72,367 - 6,031 - 4,524 -
　（参考）　15年 3月期 272,202 △ 2.6 19,352 △ 11.9 13,420 △ 16.1

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

16年3月期第１四半期 421 △ 77.9 1.06 -
15年3月期第１四半期 1,903 - 4.77 4.46
　（参考）　15年 3月期 △ 2,434 - △ 6.10 -
(注)①持分法投資損益  　16年3月期第1四半期　　　6百万円　　15年3月期第1四半期　　3百万円　　15年 3月期      10百万円

     ②期中平均株式数（連結）　　16年3月期第1四半期　　399,098,180株     15年3月期第1四半期   399,154,295株　 15年 3月期   399,131,972株

     ③売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示す。

(2)財政状態（連結）の変動状況
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年3月期第１四半期 330,448 101,099 30.6 253.32
15年3月期第１四半期 333,569 101,090 30.3 253.26
　（参考）　15年 3月期 320,069 98,212 30.7 246.08
(注) 期末発行済株式数（連結） 　16年3月期第1四半期　　399,096,667株     15年3月期第1四半期   399,152,930株　 15年 3月期   399,100,842株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー

百万円 百万円 百万円 百万円

16年3月期第１四半期 6,326 △ 4,082 △ 1,826 14,723
15年3月期第１四半期 7,812 △ 3,934 △ 6,165 11,241
　（参考）　15年 3月期 32,279 △ 16,233 △ 15,471 14,177

３. 平成16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円 円　　銭

中　間　期 136,000 6,300 2,500 6.26
通　　　　期 280,000 17,000 8,500 21.30

※　 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

　　　る仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

予 想 売 上 高 予 想 経 常 利 益 予 想 当 期 純 利 益 １株当たり予想当期純利益

四半期（当期）純利益 １株当たり四半期（当期）純利益

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高

１株当たり四半期（当期）純利益

潜 在 株 式 調 整 後
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添 付 資 料 
 
１．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績 
① 当第 1 四半期の概況 
当第 1 四半期のわが国経済は、イラク戦争・新型肺炎 SARS の影響などにより海外需要が不安定さを増す中、設備投資及
び個人消費が低迷するなど、停滞色の強い展開となりました。米国経済もイラク戦争などの不安定要因から悪化傾向が見ら
れましたが、イラク戦争の早期終了による企業業績回復期待から株価が上昇するなど、明るい兆しが出てまいりました。 
一方、欧州の経済は、ユーロ高の影響で輸出と生産のペースが鈍化するなど減速傾向が強まりました。アジアの経済は新型
肺炎 SARS の影響もあり全体的に低調に推移しましたが、一部米国向け輸出に回復の兆しが見られました。 
当社製品の主要顧客である情報通信機器関連業界は、前年度第 1四半期には在庫調整の一巡に伴う著しい需要回復を見せ
ましたが、当第 1四半期は世界経済が低迷する中、競争はますます激化する等、厳しい状況で推移しました。 
当社はかかる経営環境下で、拡販を進めると同時に販売、生産活動の一層の効率改善によるコスト削減や、品質の向上及
び高付加価値製品の開発に努めましたが、競争激化及び主要取引通貨の一つである米ドルの下落等により販売は低迷しまし
た。この結果、売上高は 66,489 百万円、営業利益は 4,259 百万円、経常利益 3,285 百万円と前年度第 1 四半期に比べそれ
ぞれ 5,877 百万円(△8.1%)、1,771 百万円(△29.4%)、1,239 百万円(△27.4%)減少いたしました。純利益につきましては、
取締役会改革(定員数の削減)に伴う役員退職慰労金 424 百万円、早期退職者募集に伴う特別退職金 400 百万円を特別損失と
して計上したこと、及び税効果会計による法人税等調整額に 493 百万円を計上したこと等により 421 百万円と前年度第 1四
半期に比べ 1,482 百万円(△77.9%)減少いたしました。 
 
(a) 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
機械加工品事業 
機械加工品事業は、当社の主力製品であるボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッドエンドベ

アリング、ハードディスク駆動装置（HDD）に使用されるピボットアッセンブリー等のメカニカルパーツ、自動車及び
航空機用のネジ、防衛関連製品等が含まれております。前年度第1四半期に比べ、ボールベアリングの販売は、情報通信機器
関連業界向け、自動車関連業界向けは減少いたしましたが、家電業界向けは堅調に推移しました。 
また、ロッドエンドベアリングは米国の同時多発テロ以降、主力市場である航空機業界よりの需要の低迷が続きました。
一方、ピボットアッセンブリーの販売は、ＰＣ関連業界の需要が低迷しましたが、拡販効果により若干の減少に留まりまし
た。 この結果、売上高は 28,606 百万円、営業利益は 4,908 百万円と前年度第 1 四半期に比べそれぞれ 3,062 百万円      
(△9.7%)、190 百万円(△3.7%)減少となりました。 
電子機器事業 
電子機器事業は、ＨＤＤ用スピンドルモーター、ファンモーター、ステッピングモーター等の各種精密小型モーター、
キーボード、スピーカー、スイッチング電源、ライティングデバイス及び計測機器が主な製品であります。 
主要客先であります情報通信機器関連業界からの需要回復は見られましたが、受注獲得競争はより厳しさを増した
感がありました。このような中で、ＨＤＤ用スピンドルモーター、及びライティングデバイスは好調に販売を伸ばし、
ファンモーターも堅調に推移いたしましたが、前年度第３四半期にフロッピーディスクドライブ（FDD）の事業を終了
したことと、ステッピングモーター及びキーボードの販売低迷が加わり、売上高は 37,883 百万円、営業利益は△648
百万円と前年度第 1四半期に比べそれぞれ 2,816 百万円(△6.9%)、1,581 百万円( - %)減少いたしました。 

 
(b) 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
日本地域 
日本地域は、景気の低迷に加え、ＦＤＤ事業の終了や多くの顧客が厳しいデフレ圧力に対応するため、生産品目を海
外の子会社に移転するなどの影響があり、売上高は16,430百万円、営業利益は424百万円と前年度第 1 四半期に比べそれ
ぞれ 3,001 百万円（△15.4%）の減少、232 百万円(△35.4%)の減少となりました。 
アジア地域 
アジア地域は、日本、欧米のパソコンや家電製品メーカーの生産拠点として重要な地域であります。日本、欧米の
情報通信機器関連業界よりの需要の回復や、日本及び欧米の顧客による生産品目の当地域への移転の影響もあり、販
売は堅調に推移いたしました。一方、当地域の生産拡大に合わせて価格競争も激化しております。この結果、売上高
は 30,356 百万円と前年度第 1四半期に比べ 2,495 百万円(9.0%)増加いたしましたが、営業利益は3,316 百万円と前年
度第 1四半期に比べ 1,473 百万円(△30.8%)減少いたしました。 
北米・南米地域 
北米･南米地域は、キーボード、スピーカー、及びファンモーター等の電子機器の販売が総じて低迷したことに加え、
同時多発テロ以降、航空機業界よりのロッドエンドベアリング等の航空機用ベアリングの需要が減少し、厳しい状況が続
きました。その結果、売上高は 11,847 百万円、営業利益は218百万円と前年度第 1四半期に比べそれぞれ 3,959 百万円
(△25.0%)の減少、15 百万円(△6.4%)の減少となりました。 

欧州地域 
欧州地域は、経済の減速傾向が見られる中で、ボールベアリング、及びロッドエンドベアリング等が堅調に推移いた
しましたが電子機器の不振があり、売上高は 7,854 百万円、営業利益は 299 百万円と前年度第 1 四半期に比べそれぞれ
1,412 百万円(△15.2%)の減少、53 百万円(△15.1%)の減少となりました。 
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② 通期の見通し 

通期の連結会計年度につきましては、わが国経済は、新型肺炎 SARS の終息、株式市場の好転等、景気の回復傾向が見ら
れますが、雇用･所得環境の悪化や個人消費の低迷により景気の停滞は暫く続くものと予想されます。 
一方、海外景気は、IT 関連業界の在庫調整がほぼ一巡したため回復傾向が見られますが、イラク戦争終了後上昇した株
価下落の不安、テロ再発の不安、中東情勢の混迷化、および原油価格の不安定な動き等により、不透明な状況が続くもの
と思われます。 

 
(a) 事業の種類別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
機械加工品事業 
ロッドエンドベアリング等の主要顧客の一つである航空機業界は、同時多発テロ以降の需要の低迷が当面続くもの
と予想しております。一方、主力製品であるボールベアリング、及びピボットアッセンブリー等については積極的な
拡販を進めます。これらの主要顧客である情報通信機器関連業界よりの需要は回復傾向にあり、家電及び自動車業界
よりの需要も堅調に推移すると思われますが、受注獲得競争は今後も激化すると思われます。またボールベアリング
及びその関連主要製品の更なるコスト削減、品質の向上、販売活動等の一層の効率改善に努め、業績の向上をはかり
ます。 
電子機器事業 
電子機器事業の主要顧客である情報通信機器関連業界の在庫調整は一巡し、需要は回復傾向にあります。価格競争
が厳しさを増す中、好調なファンモーター、ライティングデバイス及びＨＤＤ用スピンドルモーターの一層の拡販と、
主要製品についての一層のコスト削減をはかるとともに、高付加価値製品や低価格対応製品の開発及び市場投入を進
め業績の改善に努めます。 

 
(b) 所在地別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
日本地域 

顧客企業の多くが需要低迷とデフレ圧力を背景に、国内工場からアジア地域への生産移転を一層進めることが予想
され、販売面ではより厳しい状況が続くものと思われますが、製造から販売に至るまでの経営管理体制の効率化を進
め、同時に各地域の営業、製造、技術のより緊密な協力体制を整備し、業績の向上をはかります。 
アジア地域 

当社の主力生産拠点があり、且つ、現在では最大規模の市場がある地域でありますので、この利点を生かし、主要
顧客による欧米及び日本からの生産移管に迅速に対応し業績の向上をはかります。 
北米･南米地域 
米国における同時多発テロによる航空旅客の減少状態が続いているため、主要顧客の一つである航空機業界からの
需要低迷は今後も暫く続き、全体として厳しい状況が続くと予想されます。 
欧州地域 
欧州地域に点在している開発部門の統廃合により業務の効率化や市場ニーズの迅速な取り込みをはかるとともに、
ベアリングを始め主要製品の拡販をはかります。 
 

（２）財政状態 
当第１四半期の状況     
当社グループは、｢財務体質の強化｣を主要な経営方針とし、総資産の圧縮、設備投資の抑制及び負債の削減などを進めて
まいりました。第 1四半期における現金及び現金同等物の残高は 14,723 百万円と前期末と比べ 546 百万円（3.9%）の増加と
なりました。 
第 1 四半期の各活動におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 
業績の向上を強力に進めましたが、営業活動によるキャッシュ・フローは 6,326 百万円の収入となりました。 
設備投資の支払いによる 5,074 百万円の支出等の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは 4,082 百万円の支出となり
ました。 
また、短期借入金及び長期借入金の合計 96 百万円の増加、配当金の支払い 2,793 百万円、及び少数株主からの払込 901 百
万円等により、財務活動によるキャッシュ・フローは 1,826 百万円の支出となりました。 
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２.連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表                                          （単位：百万円） 

当第 1 四半期末 
(１５・６・３０) 

前第 1 四半期末 
(１４・６・３０) 

比 較 増 減 
前  期  末 
(１５・３・３１) 

期 別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比 
（資 産 の 部）   ％   ％   ％   ％ 

流 動 資 産  １３７,８２２ 41.7  １３０,９１３ 39.3   ６,９０８ 5.3  １２７,４４７ 39.8 
  現 金 及 び 預 金  １４,７２３   １１,２４１    ３,４８１   １４,１７７  
  受取手形及び売掛金  ５８,０７１   ５３,９５４    ４,１１６   ５４,０８５  
  た な 卸 資 産  ４５,５０３   ４６,２５６  △ ７５２   ４３,２０４  
    繰 延 税 金 資 産  ８,６１２   ６,６９９   １,９１３   ８,５９３  
そ の 他  １１,３５５   １３,２７０  △ １,９１４   ７,８５６  

  貸 倒 引 当 金 △ ４４４  △ ５０９   ６５  △    ４６９  
固 定 資 産  １９２,６１４ 58.3  ２０２,６４１ 60.7 △ １０,０２６ △  4.9  １９２,６０８ 60.2 
  有 形 固 定 資 産  １６３,０４３   １６９,８４２  △ ６,７９９   １６２,９６０  
  建 物 及 び 構 築 物  ９７,５２３   ９７,６１６  △     ９２   ９７,３９５  
  機械装置及び運搬具  １９４,９０２   １８９,１９３     ５,７０９   １９１,３９４  
  工具器具及び備品  ４７,３５７   ４７,４１４  △  ５６   ４７,４９７  
  土 地  １６,７５６   １６,８５２  △ ９５   １６,７１０  
  建 設 仮 勘 定  １,７１７   １,３６７   ３４９   ４３８  
  減 価 償 却 累 計 額 △ １９５,２１４  △ １８２,６０２  △ １２,６１２  △ １９０，４７６  
  無 形 固 定 資 産  １３,５２６   １４,６２０  △ １,０９４   １３,７４９  
  連 結 調 整 勘 定  １２,５８４   １３,６７６  △ １,０９１   １２,８３７  
  そ の 他  ９４１   ９４３  △ ２   ９１２  
  投 資 そ の 他 の 資 産  １６,０４５   １８,１７８  △ ２,１３３   １５,８９８  
  投 資 有 価 証 券  ４,５８５   ５,９４９  △ １,３６３   ３,９８２  
  長 期 貸 付 金  １６９   ２２１  △ ５２   １８８  
 繰 延 税 金 資 産  ８,７９９   ９,５７９  △ ７８０   ９,４９４  
  そ の 他  ２,５９９   ２,６４２  △ ４３   ２,７１５  
  貸 倒 引 当 金 △ １０８  △ ２１４   １０６  △     ４８３  
繰 延 資 産  １１ 0.0  １４ 0.0 △ ２ △ 19.8  １３ 0.0 

資 産 合 計 ３３０,４４８ 100.0 ３３３,５６９ 100.0 △ ３,１２０ △  0.9 ３２０,０６９ 100.0  

 

  
(注) 自己株式の数 

 当第１四半期末  
  ７１,０２８株 

 前第１四半期末  
１４,７６５株  

  前  期  末   
６６,８５３株 
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     （単位：百万円） 
当第 1 四半期末 
(１５・６・３０) 

前第 1 四半期末 
(１４・６・３０) 

比 較 増 減 
前  期  末 
(１５・３・３１) 

期    別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比 
（負 債 の 部）   ％   ％   ％   ％ 

流 動 負 債  １４０,０２９ 42.4  １５３,４３１ 46.0 △ １３,４０１ △  8.7  １３４,４５９ 42.0 

  支払手形及び買掛金  ２５,０２８   ２４,４４６   ５８１   ２４,０２５  

  短 期 借 入 金  ６７,３０６   ５６,３２３   １０,９８３   ６７,４７５  

  コマーシャルペーパー  ３,０００   －   ３,０００   ３,０００  

  長期借入金(１年以内返済)  ７８７   ２７,９８６  △ ２７,１９９   ７８７  
社債(１年以内償還)  １０,０００   －   １０,０００   １０,０００  

  転換社債(１年以内償還)  －   １３,８２３  △ １３,８２３   －  

  未 払 法 人 税 等  ２,８７５   ４,２２７  △ １,３５２   ２,６６２  
  賞 与 引 当 金  ５,０１１   ５,２１０  △ １９８   ３,３５８  
    電源事業等整理損引当金  ３,０９２   －   ３,０９２   ３,１４４  

    環 境整備費引当金  １,２１５   －   １,２１５   １,２０６  

  そ の 他  ２１,７１２   ２１,４１３   ２９８   １８,７９９  

固 定 負 債  ８８,１８４ 26.7  ７８,９４７ 23.7  ９,２３６ 11.7  ８７,１２８ 27.2 

  社 債  ２８,０００   ３５,０００  △ ７,０００   ２８,０００  

  転 換 社 債  ２７,０８０   ２７,０８０   －   ２７,０８０  

  新 株引受権付社債  ４,０００   ４,０００   －   ４,０００  

  長 期 借 入 金  ２７,１６８   １２,３４１   １４,８２７   ２６,７８２  

 退 職 給 付 引 当 金  ８４３   ２１６   ６２６   ２２９  

  そ の 他  １,０９２   ３０９   ７８２   １,０３６  

負 債 合 計  ２２８,２１４ 69.1  ２３２,３７８ 69.7 △ ４,１６４ △  1.8  ２２１,５８７ 69.2 

             

（少 数 株 主 持 分）             

少 数 株 主 持 分  １,１３５ 0.3  １００ 0.0  １,０３４ －  ２６９ 0.1 

             

（資 本 の 部）             
資 本 金  ６８,２５８ 20.7  ６８,２５８ 20.5  － －  ６８,２５８ 21.3 
資 本 剰 余 金  ９４,７５６ 28.7  ９４,７５６ 28.4  － －  ９４,７５６ 29.6 
利 益 剰 余 金 △ ４８ △ 0.0  ６,６７７ 2.0 △ ６,７２６ △100.7 △       ４５４ △  0.1 
その他有価証券評価差額金  ３２５ 0.1 △ １,６０７ △  0.5  １,９３３ △120.3 △         ３７ △ 0.0 
為替換算調整勘定 △ ６２,１５３ △ 18.9 △   ６６,９８３ △ 20.1  ４,８３０ △  7.2 △ ６４,２７４ △ 20.1 
自 己 株 式 △ ３９ △ 0.0 △ １１ △  0.0 △ ２７ 248.8 △ ３７ △ 0.0 

資 本 合 計  １０１,０９９ 30.6  １０１,０９０ 30.3  ９ 0.0  ９８,２１２ 30.7 
負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

 ３３０,４４８ 100.0  ３３３,５６９ 100.0 △ ３,１２０ △  0.9  ３２０,０６９ 100.0 
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（２）連結損益計算書                                  （単位：百万円） 
当第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前第１四半期 
自１４・４・ １ 
至１４・６・３０ 

比 較 増 減 
前  期 
自１４・４・ １ 
至１５・３・３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 率 金  額 百分比 
  ％  ％  ％  ％ 
売 上 高 ６６,４８９ 100.0 ７２,３６７ 100.0 △ ５,８７７ △ 8.1 ２７２,２０２ 100.0 
売 上 原 価  ４９,６２７ 74.6  ５３,９８２ 74.6 △ ４,３５５ △ 8.1 ２０３,５００ 74.8 

売 上 総 利 益 １６,８６２ 25.4 １８,３８４ 25.4 △ １,５２１ △ 8.3 ６８,７０２ 25.2 
販売費及び一般管理費 １２,６０２ 19.0 １２,３５３ 17.1  ２４９ 2.0 ４９,３５０ 18.1 

営 業 利 益  ４,２５９ 6.4  ６,０３１ 8.3 △ １,７７１ △29.4 １９,３５２ 7.1 
営 業 外 収 益   ３３３ 0.5   ３９５ 0.5 △ ６１ △15.5 １,２２６ 0.4 
 受 取 利 息 ３３  １２   ２１  ２４３  
 受 取 配 当 金 ２３  ４７  △ ２３  ４８  
 持分法による投資利益 ６  ３   ２  １０  
 そ の 他 ２６９  ３３１  △ ６２  ９２３  
営 業 外 費 用 １,３０８ 2.0 １,９０２ 2.6 △ ５９３ △31.2 ７,１５８ 2.6 
 支 払 利 息   ８７２  １,２６５  △ ３９３  ４,７６５  
 為 替 差 損  ９１  ２３０  △ １３９  ５０６  
 そ の 他 ３４４  ４０５  △ ６１  １,８８６  

経 常 利 益 ３,２８５ 4.9 ４,５２４ 6.2 △ １,２３９ △27.4 １３,４２０ 4.9 
特 別 利 益 ２３ 0.0 ２８ 0.0 △ ５ △18.4 ３７ 0.0 
 固 定 資 産 売 却 益 ２３  １３   １０  ３４  
 投資有価証券売却益 －  －   －  ３  
 貸 倒引当金戻入額 －  １５  △ １５  －  
特 別 損 失 １,１３１ 1.6 ３５０ 0.4  ７８１ 223.1 １２,９６１ 4.7 
固 定 資 産 売 却 損 １２  ６   ６  １１０  
固 定 資 産 除 却 損 １４２  １８５  △ ４３  ６０２  
投資有価証券評価損 －  １  △ １  ４,９４５  
関係会社事業整理損           －  －   －  １,８４３  

電 源事業等整理損 －  －   －  ３,１４４  
製 品 補 償 損 失 －  －   －  ４８２  
環 境 整 備 費 －  －   －  １,２０６  
退 職 給 付 費 用 １５２  １５６  △ ４  ６２６  
特 別 退 職 金 ４００  －   ４００  －  
役 員 退 職 慰 労 金 ４２４  －   ４２４  －  

税金等調整前四半期(当期)純利益 ２,１７７ 3.3 ４,２０３ 5.8 △ ２,０２５ △48.2 ４９５ 0.2 
          

法人税、住民税及び事業税             １,２７２  １,１９２   ８０  ４,２７６  
法 人 税 等 調 整 額             ４９３  １,０９６  △ ６０３  △  １,３６９  
法 人 税 等 合 計           １,７６５ 2.7 ２,２８８ 3.2 △ ５２３ △22.9 ２,９０６ 1.0 

少数株主利益又は損失(△) △     ９ △ 0.0 １１ 0.0 △ ２０ － ２３ 0.0 

四半期(当期)純利益又は 
  四半期(当期)純損失(△) 

 
４２１ 

 
0.6 １,９０３ 2.6 

 
△ 

 
１,４８２ 

 
△77.9 △  ２,４３４ △ 0.8 
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（３）連結剰余金計算書                                   （単位：百万円） 
当第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前第１四半期 
自１４・４・ １ 
至１４・６・３０ 

比 較 増 減 
前 期 

自１４・４・ １ 
至１５・３・３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 金  額 金  額 金  額 

(資本剰余金の部)      

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ９４,７５６ ９４,７５６  － ９４,７５６ 
資本剰余金四半期（期末）残高 ９４,７５６ ９４,７５６  － ９４,７５６ 
      

(利益剰余金の部)      

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 △   ４５４ ４,７７４  △  ５,２２８ ４,７７４ 
利益剰余金期首残高 △   ４５４ ４,７７４  △  ５,２２８ ４,７７４ 

利 益 剰 余 金 増 加 高  ４２１ １,９０３  △  １,４８２ △  ２,４３４ 
四半期(当期)純利益又は 
四半期(当期)純損失(△) ４２１ １,９０３  △  １,４８２ △  ２,４３４ 

利 益 剰 余 金 減 少 高  １６ －  １６ ２,７９３ 
連結子会社の減少による利益剰余金減少高  １６ －  １６ － 

    配 当 金 － －  － ２,７９３ 
利益剰余金四半期（期末）残高 △    ４８ ６,６７７  △  ６,７２６ △    ４５４ 
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（４）連結キャッシュ･フロー計算書                                         （単位：百万円） 
当第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前第１四半期 
自１４・４・ １ 
至１４・６・３０ 

比 較 増 減 
前  期 
自１４・４・ １ 
至１５・３・３１ 

期  別 

 科  目 金   額 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー     
   税金等調整前四半期(当期)純利益 ２,１７７ ４,２０３ △  ２,０２５ ４９５ 
   減価償却費 ５,４７６ ５,８２３ △    ３４６ ２２,８２６ 
   連結調整勘定償却額 ２５８ ３００  △    ４１ １,１８９ 
   持分法による投資利益  △     ６  △     ３  △     ３ △    １０ 
   受取利息及び受取配当金  △    ５７  △    ５９        １ △   ２９２ 
   支払利息   ８７２ １,２６５  △   ３９３ ４,７６５ 
   有形固定資産売却損益（売却益：△） △    １１ △     ６  △     ４ ７６ 
   有形固定資産除却損 １４２ １８５  △    ４３ ６０２ 
   関係会社事業整理損 － － － １,８４３ 
   製品補償損失引当金の増減額（減少：△） △   １７６ － △   １７６ ４８２ 
   投資有価証券売却益 － － － △     ３ 
   投資有価証券評価損 － １  △     １ ４,９４５ 
   売上債権の増加額 △  ３,５７２ △  ４,３２１      ７４９ △  ４,０７０ 
   たな卸資産の増減額（増加：△） △  １,８１９ ７５９ △  ２,５７８ ３,９７２ 
   仕入債務の増減額（減少：△）     ８１５ △   ９６２ １,７７８ △  １,５８５ 

貸倒引当金の増減額（減少：△） △    ４０５ ６５  △   ４７０ ２８０ 
 賞与引当金の増減額（減少：△） １,６４１ １,７９１  △   １４９ △    ５８ 

   電源事業等整理損引当金の増減額（減少：△） △    ５１ －  △    ５１ ３,１４４ 
   環境整備費引当金の増加額 － － － １,２０６ 

退職給付引当金の増加額 ６０７ ７      ５９９ ２２ 
役員賞与の支払額 － △    ６６ ６６ △    ６６ 
その他 ２,１３４ １,０６５ １,０６９ １,７８７ 

     小  計 ８,０２６ １０,０４７ △  ２,０２０ ４１,５５３ 
   利息及び配当金の受取額 ２０ ４７ △    ２６ ２６６ 
   利息の支払額 △   ６２９ △  １,７１０ １,０８１ △  ５,０８６ 
   法人税等の支払額 △  １,０９１ △   ５７２ △   ５１９ △   ４,４５３ 
    営業活動によるキャッシュ･フロー ６,３２６ ７,８１２ △  １,４８５ ３２,２７９ 
     
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー     
   有形固定資産の取得による支出 △  ５,０７４ △  ３,８７０ △  １,２０３ △ １６,３８２ 
   有形固定資産の売却による収入 ８４６ ２３ ８２３ ６６２ 

投資有価証券の取得による支出 △     ０ △    ２１ ２１ △   ３７９ 
   投資有価証券の売却による収入 － － － ７ 
   貸付による支出 △     ７ △    ９６ ８９ △   １５４ 
   貸付金の回収による収入 ２７ １４４ △    １１６ ２３２ 
   その他 １２４ △   １１２ ２３７ △   ２２１ 
    投資活動によるキャッシュ･フロー △  ４,０８２ △  ３,９３４ △    １４８ △ １６,２３３ 
     
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー     
   短期借入金の増減額（減少：△） △   ３０８ △  ３,３６６ ３,０５８ ７,９５４ 
   コマーシャルペーパーの増加額 － － － ３,０００ 
   長期借入れによる収入 １,０００ － １,０００ １７,０００ 
   長期借入金の返済による支出 △   ５９６ － △   ５９６ △ ２９,７９４ 
   社債の発行による収入 － － － ３,０００ 
   転換社債の償還による支出 － － － △ １３,８２３ 

自己株式の取得による支出 △     １ △     ５ ３ △        ３１ 
配当金の支払額 △  ２,７９３ △  ２,７９４ ０ △   ２,７９４ 
少数株主への配当金の支払額 △    ２７ － △    ２７ － 
少数株主からの払込による収入 ９０１ － ９０１ １６３ 
その他        － － － △      １４５ 

    財務活動によるキャッシュ･フロー 
 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

△  １,８２６ 
 

１２８ 

△  ６,１６５ 
 

△   ４２２ 

４,３３９ 
 

５５１ 

△ １５,４７１ 
 

△   ３４９ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

５４６ 
１４,１７７ 

△  ２,７１０ 
１３,９５２ 

３,２５７ 
２２４ 

２２４ 
１３,９５２ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期（期末）残高 １４,７２３ １１,２４１ ３,４８１ １４,１７７ 
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３. セグメント情報 
（１）事業の種類別セグメント情報 

        （単位：百万円） 
当第１四半期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年６月３０日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

28,606 37,883 66,489 － 66,489 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

563 2 565    △    565 － 

計 29,169 37,885 67,055    △    565 66,489 
営 業 費 用 24,261 38,534 62,795    △    565 62,229 
営 業 利 益 4,908    △    648 4,259 － 4,259 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 205,070 205,309 410,379    △ 79,930 330,448 

減 価 償 却 費 2,727 2,748 5,476 － 5,476 
資 本 的 支 出 1,671 3,495 5,166 － 5,166 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機

械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、スイッ
チング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、ひずみゲージ、ロードセル等 

   
 

        （単位：百万円） 
前第１四半期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年６月３０日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

31,668 40,699 72,367 － 72,367 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,846 － 3,846    △  3,846 － 

計 35,514 40,699 76,213 △ 3,846 72,367 
営 業 費 用 30,416 39,765 70,182 △ 3,846 66,336 
営 業 利 益 5,098 933 6,031 － 6,031 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 199,418 214,058 413,477 △ 79,908 333,569 

減 価 償 却 費 2,208 3,614 5,823 － 5,823 
資 本 的 支 出 793 3,169 3,963 － 3,963 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機

械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器……各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、
ＦＤＤサブアッセンブリー、スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、 

   ひずみゲージ、ロードセル等 

   

 

 

 



-   - 10 

 
            （単位：百万円） 

前 期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

118,117 154,084 272,202 － 272,202 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7,637 － 7,637 △ 7,637 － 

計 125,755 154,084 279,840 △ 7,637 272,202 
営 業 費 用 107,235 153,252 260,488 △ 7,637 252,850 
営 業 利 益 18,519 832 19,352 － 19,352 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 191,793 204,489 396,283 △76,213 320,069 

減 価 償 却 費 10,377 12,448 22,826 － 22,826 
資 本 的 支 出 4,750 11,853 16,603 － 16,603 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機

械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器……各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、
ＦＤＤサブアッセンブリー、スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、
ひずみゲージ、ロードセル等 
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（２）所在地別セグメント情報 
(単位：百万円) 

当第１四半期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年６月３０日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

16,430 30,356 11,847 7,854 66,489 － 66,489 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

33,328 30,486 816 319 64,950 △ 64,950 － 

計 49,759 60,843 12,664 8,173 131,440 △ 64,950 66,489 
営 業 費 用 49,334 57,526 12,445 7,874 127,180 △ 64,950 62,229 
営 業 利 益 424 3,316 218 299 4,259 － 4,259 

Ⅱ 資 産 156,172 221,389 37,128 23,303 437,993 △107,544 330,448 
(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
 
 （単位：百万円） 

前第１四半期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年６月３０日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

19,431 27,861 15,806 9,266 72,367 － 72,367 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

27,712 26,707 629 1,993 57,042 △ 57,042 － 

計 47,144 54,569 16,436 11,260 129,410 △ 57,042 72,367 
営 業 費 用 46,488 49,779 16,202 10,907 123,378 △ 57,042 66,336 
営 業 利 益 656 4,789 233 352 6,031 - 6,031 

Ⅱ 資 産 183,170 205,601 31,695 25,818 446,286 △112,717 333,569 
(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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                     （単位：百万円） 

前 期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

72,754 107,789 58,997 32,660 272,202 － 272,202 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

110,133 101,268 2,613 3,306 217,321 △217,321 － 

計 182,888 209,057 61,610 35,966 489,523 △217,321 272,202 
営 業 費 用 179,755 196,639 59,752 34,024 470,171 △217,321 252,850 
営 業 利 益 3,133 12,418 1,858 1,942 19,352 － 19,352 

Ⅱ 資 産 175,916 185,397 37,064 20,528 418,907 △98,837 320,069 
(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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（３）海 外 売 上 高 
(単位：百万円) 

当第１四半期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年６月３０日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 30,401 11,365 8,291 50,058 

Ⅱ 連 結 売 上 高    66,489 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

45.7% 17.1% 12.5% 75.3% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 

(単位：百万円) 

前第１四半期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年６月３０日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 27,679 15,292 9,716 52,689 

Ⅱ 連 結 売 上 高    72,367 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

38.2% 21.1% 13.4% 72.8% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 

(単位：百万円) 

前 期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 106,941 57,102 34,322 198,367 

Ⅱ 連 結 売 上 高    272,202 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

39.3% 21.0% 12.6% 72.9% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
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４. 有価証券関係  
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの                                                                (単位：百万円) 

 当第１四半期末(15･6･30) 前第１四半期末(14･6･30) 前 期 末(15･3･31) 

種    類 取得原価 
連結貸借対
照表計上額 差額 取得原価 

連結貸借対
照表計上額 差額 取得原価 

連結貸借対
照表計上額 差額 

その他有価証券で
時価のあるもの 

 

      
  

 

 
  

 

 
  

株   式 ２,７２３ ３,２５７  ５３４ ７,２８２ ４,６０３ △２,６７９ ２,７２３ ２,６６０ △６２ 

合  計 ２,７２３ ３,２５７  ５３４ ７,２８２ ４,６０３ △２,６７９ ２,７２３ ２,６６０ △６２ 

（注）その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っています。この結果、前期は４,９１４百万円を投資有価証券評 
価損として計上しております。 

 
（２）時価評価されていない主な有価証券                                                             (単位：百万円) 

 当 第 １ 四 半 期 末(15･6･30) 前 第 １ 四 半 期 末(14･6･30) 前   期   末(15･3･31) 

種     類 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 １,１０４ １,３４５ １,１０４ 

合    計 １,１０４ １,３４５ １,１０４ 

（注）非上場株式（店頭売買株式を除く） 
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５. 生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生 産 実 績                                                                                (単位：百万円) 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 
当第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前第１四半期 
自１４・４・ １ 
至１４・６・３０ 

前     期 
自１４・４・ １ 
至１５・３・３１ 

機 械 加 工 品                  ３０,５７４  ２９,８５８ １１９,２９０ 

電 子 機 器                  ３９,６１１  ４０,５６３ １５２,６７８ 

合 計            ７０,１８５  ７０,４２１ ２７１,９６８ 

(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 
 

（２）受 注 実 績                                                                                   (単位：百万円) 
当第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前第１四半期 
自１４・４・ １ 
至１４・６・３０ 

前     期 
自１４・４・ １ 
至１５・３・３１ 事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

機 械 加 工 品                 29,685 34,304 32,112 34,732 117,055 33,225 

電 子 機 器                 43,735 27,921 40,036 22,820 152,670 22,069 

合 計           73,420 62,225 72,148 57,552 269,725 55,294 
(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 

 
（３）販 売 実 績                                                                                   (単位：百万円) 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 
当第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前第１四半期 
自１４・４・ １ 
至１４・６・３０ 

前     期 
自１４・４・ １ 
至１５・３・３１ 

機 械 加 工 品                 ２８,６０６ ３１,６６８ １１８,１１７ 

電 子 機 器                 ３７,８８３ ４０,６９９ １５４,０８４ 

合 計           ６６,４８９ ７２,３６７ ２７２,２０２ 

(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 
 




